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＜総説＞

抄録
わが国の歯科口腔保健領域における長期計画である「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（第
二次 ）」は，令和 6年度からスタートした．基本的事項（第二次）は，同じく令和 6年度から開始さ
れる「健康日本 21（第三次）」と密接な関連をもって作成されており，① 歯周病を有する者の減少，
② よく噛んで食べることができる者の増加，および③ 歯科検診の受診者の増加の 3項目を共通目標
としている．
歯・口腔の健康づくりプランの枠組みを説明するグランドデザインでは，歯科口腔保健を推進する
ために必要な社会環境の整備を最下層とする三層構造で図示されている． 本論文では，健康日本21（第
三次）との共通目標として設定された 3つの目標を中心に，目標達成に向けた社会環境の整備につい
て考察する．あわせて歯科口腔保健事業の主要な担い手である地方公共団体における組織的基盤の重
要性について，著者が行った厚生労働科学研究の成果をもとに検討する．

キーワード：歯・口腔の健康づくりプラン，社会環境，地方公共団体，組織的基盤

Abstract

The Basic Matters of the Dental and Oral Health Promotion Act (second phase), otherwise known as the 
“Dental and Oral Health Promotion Plan,” was launched in 2024. It was created in close conjunction with 
Health Japan 21 (third phase), which launched that same year. These initiatives have three common goals: 
(1) to reduce the number of people with periodontal disease, (2) to increase the number of people who have 
good chewing abilities, and (3) to increase the number of people who have regular dental check-ups.

The Grand Design, which explains the framework of the Dental and Oral Health Promotion Plan, has a 
three-tiered structure, with the lowest tier being the development of the social environment necessary to 
promote dental and oral health. In this study, we focused on this to achieve the common goals of Health 
Japan 21 (third phrase). We also examined the importance of the organizational structure of local govern-
ments, which are the main stakeholders in dental and oral health projects, based on the results of the au-
thor’s health and labor research.

特集：歯・口腔の健康づくりプランの方向性とその実現に向けた論点
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I．はじめに

全ての国民が健康で質の高い生活を営む基盤となる生
涯を通じた歯科口腔保健を実現することを目的として，
「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（第二次）」
（別称「歯・口腔の健康づくりプラン」．以下，「歯 ・口
腔の健康づくりプラン」）が令和 6年度から開始された
[1]．歯・口腔の健康づくりプランでは，5つの基本的方
針，すなわち① 歯・口腔の健康格差の縮小，② 歯科疾
患の予防，③ 口腔機能の獲得・維持・向上，④ 定期的
な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対す
る歯科口腔保健，および⑤ 歯科口腔保健を推進するた
めに必要な社会環境の整備のもと，17 指標が掲げられ
ており，12年計画での実施が予定されている[2]．
歯・口腔の健康づくりプランは，「健康日本 21（第三
次）」[3]と密接な連携を図りながら進められる．健康日
本 21（第三次）は，「全ての国民が健やかで心豊かに生
活できる持続可能な社会の実現」をビジョンとし，誰
一人取り残さない健康づくりの展開（Inclusion），およ
び実効性をもつ取組の推進（Implementation）を行うと

されている．健康日本 21（第三次）における「2-1．生
活習慣の改善」「＜ 6＞歯・口腔の健康」では，歯・口
腔の健康づくりプランにおいて設定された 17 目標から，
とくに予防・健康づくりの推進と関連が深い項目として，
① 歯周病を有する者の減少，② よく噛んで食べること
ができる者の増加，および③ 歯科検診の受診者の増加
の3項目を共通項目として設定している（表1）．ちなみ
に，いずれの指標も，先の健康づくり計画である健康日
本 21（第二次）で掲げられた目標を引き継いでいるもの
の，具体的な指標は異なっている．すなわち，① につ
いては，「40歳以上における歯周炎を有する者の割合（年
齢調整値）」，および② については，「 50 歳以上におけ
る咀嚼良好者の割合（年齢調整値）」であり，年齢区分
を指定せず，年齢調整値を用いている．
本論文では，健康日本 21（第三次）の歯・口腔の健康
で掲げられた 3つの目標達成に向けて，歯科口腔保健の
推進のための社会環境の整備という視点を交えて考察す
るとともに，歯科口腔保健の推進に関する事業の主要な
実施主体である地方公共団体における組織的基盤づくり
の重要性について考察する．

keywords: dental and oral health promotion plan, social environment, local government, organizational structure
(accepted for publication, September 26, 2024)

目標１ 歯周病を有する者の減少 

指標 40歳以上における歯周炎を有する者の割合（年齢調整値） 
データソース 歯科疾患実態調査 

現状値 

57.2％（平成28年度） 
※年齢調整していない値
(参考)56.2％（平成28年度）

※平成27(2015）年モデル人口を用いて年齢調整した値

目標値 40％（令和14年度） 

目標２ よく噛んで食べることができる者の増加 

指標 50歳以上における咀嚼良好者の割合（年齢調査値） 

データソース 国民健康・栄養調査 

現状値 

71.0％（令和元年度:令和元年国民健康・栄養調査の結果より算出） 
※年齢調整していない値
（参考）72.2％ 

（令和元年度:令和元年国民健康・栄養調査の結果より算出） 
※平成27（2015）年モデル人口を用いて年齢調整した値

目標値 80％（令和14年度） 

目標３ 歯科検診の受診者の増加 

指標 過去1年間に歯科健診を受診した者の割合 

データソース 歯科疾患実態調査又は国民健康・栄養調査 
現状値 52.9％（平成28年度:平成28年国民健康・栄養調査） 

目標値 95％（令和14年度） 

表1　健康日本21（第三次）「歯・口腔の健康」における目標
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II�．歯・口腔の健康づくりプランと健康日本 21
（第三次）との共通項目

1．歯周病を有する者の減少
う蝕および歯周病に代表される歯科疾患は，世界的に
大きな健康課題である．WHOの報告[4]によると，口腔
疾患は，世界中で最も一般的な疾患の一つであり，心疾
患や糖尿病等の代表的な 5つの慢性疾患を合計した人数
より多い 35 億人が罹患しており，うち重度の歯周病は
10 億人以上であるとしている．わが国においても，歯
周病は，成人の約半数の者が罹患している疾患である．
令和4年歯科疾患実態調査[5]によると，歯周病を有して
いる者（歯周ポケット 4 mm以上を有する者）の割合は，
20 歳以上では 48.7％であると報告されている．しかし
ながら，過去に行われた歯科疾患実態調査結果を経時的
に観察すると，75 歳以上の者を除くすべての年齢区分
において，同程度，あるいはやや改善傾向がみられてい
る．歯口腔清掃等のセルフケアの充実，定期歯科検診（ 
健診）を通じた発症予防・重症化予防，あるいは歯科医
療技術の発達等，複合的な要因がその背景にあると考え
られる．しかしながら，歯科疾患実態調査の結果をみる
と， いくつかの課題も認められる．
令和 4年歯科疾患実態調査結果によると，すでに青年

期から歯周病を有する者が一定割合認められており，15 
～ 24歳では17.8％，あるいは25～ 34歳では32.7％と報
告されている．市区町村においては，歯周病の早期発見
を目的として，健康増進法のもと歯周疾患検診が実施さ
れている．令和4年度地域保健・健康増進事業報告[6]に
よると，全国の 63.0％にあたる 1,095 自治体において実
施されている．自治体が実施する歯周疾患検診の対象年
齢は，40歳，50歳，60歳，および70歳の節目年齢に限
られていたが，歯周病を有する者は，青年期から一定割
合存在することから，歯周病発症予防を目的とした歯周
疾患検診の対象年齢は拡大すべきとの議論がなされてい
た．令和6年5月「歯周病検診マニュアル2023」[7]が発
出され，歯周疾患検診の対象年齢として 20 歳と 30 歳が
追加されたことが明記され，自治体においても対象者拡
大の動きがみられている．歯周病発症予防を目的とした
青年期から壮年期の者を対象とした社会環境の整備が新
たにすすめられている．
歯科疾患実態調査の経年傾向から，高齢期（75 歳以

上の者）における歯周病を有する者の割合は，一貫して
増加していることが確認されている．すなわち，75 歳
以上の者で歯周病である者の割合は，平成 17 年歯科疾
患実態調査結果では 36.5％，平成 23 年 44.9％，平成 28
年 50.6％，および令和 4年 56.0％であった．自治体によ
る歯周疾患検診等の社会的環境の整備，歯科疾患予防に
関する適切なセルフケアの実践，および定期検診（健
診）を可能とするかかりつけ歯科医の定着等により，わ
が国においては，高齢期になっても多くの自分の歯を有
する者の割合が増加し，今後もこの傾向は継続すると予

想されている．自分の歯を有する高齢者は，潜在的に歯
周病や根面う蝕等の歯科疾患への罹患リスクも抱えてい
る．このような時代背景に即した，歯周病対策，とくに
高齢期の者を対象とした歯周病発症予防と重症化予防を
目的とした対策のより一層の強化が求められている．

2．よく噛んで食べることができる者の増加
わが国においては，歯周病やう蝕に代表される歯科疾
患予防を通じて，歯の喪失予防が図られてきた．「80 歳
になっても自分の歯を 20 本以上保とう」という「8020
（ハチ・マル・ニイ・マル）運動」は，平成元（1989）年，
厚生省（当時）と日本歯科医師会が提唱して開始され
た[8]．8020 運動が提唱された当時の平成 5年歯科疾患
実態調査では，80 歳で 20 本以上の歯を有する者の割合
は，10.9％であった．この割合は，順調に増加し，令和
4（2022）年には 51.6％と報告されており，長年にわた
る「8020 運動」の成果が伺える結果であった．歯数に
関する指標は，従来から代表的な指標として位置づけら
れており，歯・口腔の健康づくりプランにおいても，「40
歳以上における自分の歯が 19 歯以下の者の割合」，およ
び「80 歳で 20 歯以上の自分の歯を有する者の割合」の
2項目が掲げられている．また，歯数は，咬合力や咀嚼
能率，あるいは舌圧や舌口唇運動と有意な関連を示して
おり，口腔機能低下を防ぐには歯数の確保が重要である
ことが示されている[9]．高齢になっても多くの歯を保
持することは，それ自体が目的ではなく，良好な口腔機
能を保持するための重要な前提条件（手段）であると考
えらえる．そのため，健康日本 21（第三次）では，歯数
に関する指標に優先して，「よく噛んで食べることがで
きる者の増加」を 目標として掲げ，健康で質の高い生
活のための歯科口腔保健の実現を目指すこととした．
令和6年8月，直近に行われた令和4（2022）年「国民
健康・栄養調査」の結果[10]が公表された．本結果によ
ると，何でもかんで食べることができると回答した者の
割合は，60歳代では80.1％であった．先の計画である健
康日本21（第二次）で掲げられた「60歳代における咀嚼
良好者の割合の増加」については，最終評価時の割合は
71.5％であり「Ｃ 評価（変わらない）」とされたが，令
和4年国民健康・栄養調査の結果は，その目標値80％と
同等の値へと改善している． 地方公共団体においては，
口腔機能の獲得・ 維持・向上を目的とした取組みを，引
き続き継続・拡大するとともに，「医療との橋渡し」を
体系化することで口腔機能低下症の者に対する歯科医療
提供体制の構築を進めることが期待される．

3．歯科検診の受診者の増加
歯周病に代表される歯科疾患の発症予防を通じて，歯
の喪失を防止し，よく噛んで食べることができる健全な
歯・口腔を確保するには，適切なセルフケアと併せて，
かかりつけ歯科医による定期的な歯科検診の受診を促す
必要がある．
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令和 4（2022）年歯科疾患実態調査[5]によると，この
1年間に歯科検診を受診したと回答した者の割合は，全
体で 58.0％であった．健康日本 21（第三次）ではこの割
合を 95％にすることを目標としている．全国の市区町
村では，健康増進法に基づく歯周疾患検診が実施されて
いることは前述した．しかしながら，厚労科研「地域に
おける歯科疾患対策を推進するためのニーズの把握お
よび地域診断法を用いた評価方法の確立のための研究
（研究代表者：福田英輝）の分担研究報告書[11]による
と，市区町村における歯周疾患検診への受診率は，約
5％程度と小さいことが報告されている．また，市町村
の人口規模別にみた受診率は，5万人以上の市町村では
5.5％，5万人未満 1.5 万人以上では 5.7％，1.5 万人未満
では 6.2％と人口規模が小さくなるにつれて微増してい
たが，統計的に有意な差は認めておらず，いずれの市町
村においても自治体が実施する歯周疾患検診受診率は小
さいことが課題とされている．また，前述のように，こ
の 1年間に歯科健診を受診した者は約 6割であることか
ら，自治体が実施する歯周疾患検診の意義が疑問視され
ている．しかしながら，自治体が行う歯周疾患検診は，
定期的に歯科検診を受けることが困難な者，口腔内への
関心が小さい者，歯周病と関連する糖尿病等の疾患を有
しているにも関わらず歯科検診を受診していない者，あ
るいは勤務時間の制限等の日常生活における様々な制限
のなかで歯科検診を受診できない者等を対象に，積極的，
かつ効果的にアプローチし，「誰一人取り残さないユニ

バーサルな歯科口腔保健」の実現に向けた取組みとして，
自治体の固有性を考慮した企画・ 運営を期待したい．
前述のように，いわゆる 8020 達成者の割合は 50％
を超えており，この割合は継続的に上昇することが予
想されており，令和 14 年の目標値は 85％と設定された．
8020 時代の到来とともに，地域住民における歯・口腔
の健康保持に対するかかりつけ歯科医の役割は増大して
いる．歯科医療提供体制等に関する検討会中間とりまと
め[12]では，かかりつけ歯科医の役割として，「他職種
との連携」のもと，乳幼児期から高齢期まで「切れ目の
ない」，かつ「住民・患者ニーズに対応するきめ細やか
な対応」を行うことが確認された．健康日本21（第三次）
に示されたライフコースアプローチ（乳幼児期から高齢
期に至るまでの生涯を経時的に捉えた健康づくり）に
沿ったものであり，すべての地域住民，すなわち妊産婦・ 
乳幼児から始まり，訪問歯科診療の対象である入所・在
宅患者に至るまでのすべての地域住民を対象にした，地
域包括ケアシステムを基盤とした歯科医療サービスの担
い手としての役割が期待されている（図1）．

III ．歯・ 口腔健康の推進のための社会環境の整備

1．歯科口腔保健の推進のためのグランドデザイン
歯・口腔の健康づくりプランでは，歯科口腔保健パー
パス「全ての国民にとって健康で質の高い生活を営む基
盤となる歯科口腔保健の実現」に向け，その枠組みをグ

18 / 22

図1　地域医療提供提供体制におけるかかりつけ歯科医の役割
歯科医療提供体制等に関する検討会中間とりまとめ（概要）から引用

https://www.mhlw.go.jp/content/001257578.net
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ランドデザインとして図示している．グランドデザイン
は，三層から構成されており，その土台となる基礎部分
には「歯科口腔保健の推進のための社会環境の整備」が
位置付けられている．良好な口腔領域の成長発達を促し，
歯科疾患の発症予防・重症化予防を通じて，口腔機能の
獲得・維持・向上を達成することで，生涯にわたる歯・
口腔の健康を確保するという上層部を支える重要な部分
として位置づけられている．同部分の要素として， ① 誰
一人取り残さないユニバーサルな歯科口腔保健を実現す
るための基盤の整備，② 歯科口腔保健を通じた医療へ
の橋渡し，および ③ 様々なサービス等との有機的な連
携，の 3つが含まれており，地域包括ケアシステムにお

ける歯科保健・ 医療提供体制の確立に際して，重要視す
べき要因であることを併せて確認したい．

2．歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整
備における目標

(1)　地方公共団における歯科保健を推進するために必要
な社会環境の整備
歯・口腔の健康づくりプランでは，歯科口腔保健を推
進するために必要な社会環境の整備における目標として，
表2に示した5項目があげられており，令和5（2023）年
に終了した基本的事項（第一次）と比較して，より身近
な地方公共団体における歯科口腔保健活動が期待されて

表 2  歯・口腔の健康づくりプランにおける社会環境の整備と関連した目標

第１項 地方公共団体における歯科口腔保健の推進体制の整備

目標 1 歯科口腔保健の推進に関する条例の制定 

指標 歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している保健所設置市・特別区の割合 

データソース 厚生労働省事業 

現状値 36.4％（令和４年度） 

目標値 60% 

目標 2 ＰＤＣＡサイクルに沿った歯科口腔保健に関する取組の実施 

指標 歯科口腔保健に関する事業の効果検証を実施している市町村の割合の増加 

データソース 厚生労働省事業 

現状値 29.3％（令和４年度） 
目標値 100% 

第２項 歯科検診の受診の機会及び歯科検診の実施体制等の整備

目標 1 歯科検診の受診者の増加 

指標 過去1年間に歯科検診を受診した者の割合 

データソース 国民健康・栄養調査又は歯科疾患実態調査（調整中） 

現状値 52.9％（平成28年） 

目標値 95% 

目標 2 歯科検診の実施体制の整備 

指標 法令で定められている歯科検診を除く歯科検診を実施している市町村の割合 

データソース 厚生労働省事業 
現状値 48.5（令和４年度） 

目標値 100% 

第３項 歯科口腔保健の推進等のために必要な地方公共団体の取組の推進

目標 1 う蝕予防の推進体制の整備 

指標 15 歳未満でフッ化物応用の経験がある者の増加 

データソース 歯科疾患実態調査 
現状値 66.7％（平成28年） 

目標値 80% 

表2　歯・口腔の健康づくりプランにおける社会環境の整備と関連した目標
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いる[2]．「第 1項目地方公共団における歯科口腔保健の
推進体制の整備」として①歯科口腔保健の推進に関する
条例の制定，および②PDCAサイクルに沿った歯科口腔
保健に関する取組の実施に関する指標の対象となる主体
が，それぞれ保健所設置市・特別区，および市町村であ
ることからも，その期待が伺える．
条例制定については，先の基本的事項（第一次）では，

「歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している都道
府県の増加」に向けて，この指標は大きく改善した．現
在，歯科保健関連条例は，46 道府県で制定されている．
条例の内容については，多様化・具体化していること
が予想される．著者は，46 道府県すべての条例につい
て，自治体ホームページから条文を収集し，確認 を行っ
た（表 3）．その結果，条文中に「歯周病（歯周疾患）」
の記載があった自治体は，26自治体（56.5％）であった．
また「口腔機能」，および「かかりつけ歯科医」との記
載があった自治体は，それぞれ 32 自治体（69.6％），お
よび 15 自治体（32.6％）であった．歯・口腔の健康づ
くりプランにおいて新しく記載された「オーラルフレイ
ル」については，すでに13自治体（28.3％）で記載があっ
た．「フッ化物応用」の具体的方法として「フッ化物洗口」
という用語は，14 自治体において記載されており，う
ち 12 自治体では単独記載であった．条例は，地域での
歯科口腔保健事業の根拠となるため，これら用語を積極
的，かつ意識的に記載することにより，地域における歯
科口腔保健活動のさらなる推進につながることを期待し
たい．

PDCAサイクルに沿った歯科口腔保健に関する取組み
の実施は，後述するが，自治体の種類別・人口規模別に
よって実施状況が大きく異なっている．令和 6年度から
本格運営となった厚生労働省「歯科保健医療情報サイ
ト」[13]では，現在 11 分野にわたって 1,115 件の事例が

収集されており，今後も増加することが予定されている．
本情報サイトでは，6つの視点から評価された「Pick Up
事例」を選出しており，自治体の種類別・人口規模別に
応じた検索が可能であるため，大いに参考にしていただ
きたい． また，PDCAサイクルに沿った歯科口腔保健に
関する取組みの企画・運営・ 評価ができる人材育成プロ
グラムとして，国立保健医療科学院における歯科専門職
を対象とした研修（本誌 p.384－390「国立保健医療科学
院における地域歯科保健に携わる人材の育成」参照）が
実施されている．都道府県を通じて，伝達講習会が図れ
る配慮もあわせて実施している．地方公共団体における
PDCAサイクルに沿った歯科口腔保健の実現に活用いた
だきたい．

(2)　市区町村における組織的基盤の有無と歯科口腔保健
事業の実施状況との関連
本論文では，「地域における歯科疾患対策を推進する
ためのニーズの把握および地域診断法を用いた評価方法
の確立のための研究（研究代表者：福田英輝）」令和 3
年度分担研究報告書「市区町村における組織的基盤の有
無と歯科口腔保健事業の実施状況との関連」[14]を例に
とりながら，組織的基盤の有無別にみた歯周疾患予防対
策，および口腔機能低下予防対策の実施状況を検討する．
研究班では，令和2年11月に，全国すべての市区町村
を対象とした調査を実施し，1,507 自治体から回答を得
た[15]．組織的基盤として①「庁内外の関係者を交えて
歯科口腔保健を議論・ 検討する場（会議体）の設置」の
有無，および②「歯科口腔保健事業計画（歯科保健計画）
の策定」の有無の 2項目を取り上げた．その結果，①庁
内外の関係者を交えて歯科口腔保健を議論・ 検討する場
（会議体）を設置しているとした自治体は 656 自治体（未
回答自治体を除く 1,500 自治体のうちの 43.7％）であっ

 

 

 

 

 

用語 自治体数 内訳 

歯周病（歯周疾患） 26 (56.5%) 

口腔機能 

「口腔機能」のみ記載 

32 (69.6%) 

19 (41.3%) 

「オーラルフレイル」のみ記載 0 (0.0%) 

併記 13 (28.3%) 

かかりつけ歯科 15 (32.6%) 

フッ化物 

「フッ化物応用」のみ記載 

32 (69.6%) 

18 (39.1%) 

「フッ化物洗口」のみ記載 12 (26.1%) 
併記 2 (4.3%) 

都道府県合計 46 (100.0%) 

表3　歯科保健条例の条文中に用語記載があった自治体数（％）
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た．また，②歯科単独，あるいは健康増進事業計画とと
もに歯科口腔保健事業計画（歯科保健計画）を策定して
いるとした自治体は，合計で 1,106 自治体（未回答自治
体を除く 1,497 自治体のうちの 73.9％）（単独策定： 83
自治体，および健康増進計画とともに策定： 1,023 自治
体）であった．これらの割合は，「指定都市」が最も大
きく，ついで「中核市，特別区，および政令で定める市」，
「市区町村（5万人以上）」「市町村（5万人未満1.5万人
以上 ）」「 市町村（1.5万人未満）」の順に有意に小さかっ
た．社会的環境整備に必要な組織的基盤である，協議体
の設置，あるいは歯科保健計画の策定については，自治
体の種類と人口規模が大きく関連することが示された
（表4，表5）．
健康増進法に基づく歯周疾患検診，あるいは自治体独

自の歯科検診を実施している自治体の割合は，合計で
1,231 自治体（81.9％）であった．これらの歯科検診は，
指定都市においてはすべての自治体において実施されて

いたが，人口規模が最も小さい市町村（1.5 万人未満）
では，全自治体の 71.9％ と小さかった．さらに，人口
規模が小さい市町村では，「独自の工夫を行っていない」
あるいは「要指導者に対する措置を行っていない」とし
た自治体の割合が大きかった．また，自治体における口
腔機能低下防止を目的とした事業，たとえば「口腔体操
や嚥下体操を普及している」とした自治体は，821 自治
体（54.5％）であった．この割合は，自治体における歯
科検診の実施割合と同様に， 自治体の種類と人口規模に
よって差がみられており， 指定都市では 85.7％であった
が，市区町村（1.5万人未満）では44.4％と有意に小さかっ
た． さらに，口腔機能と関連した指標である「60 歳代
における咀嚼良好者の割合」を把握している自治体の割
合についても，自治体の種類別・人口規模別に有意な差
があることが示された．
人口規模が小さい自治体では，様々な理由から，歯周
疾患予防対策や口腔機能低下防止対策といった取組みの

表5　自治体の種類別・人口規模別にみた歯科口腔保健に関する事業計画の策定状況

表4　自治体の種類別・人口規模別にみた会議体を設置状況

設置あり 設置なし 合計 

指定都市 13 1 14 
92.9% 7.1% 100.0% 

特別区・中核市・保健所設置市 44 25 69 
63.8% 36.2% 100.0% 

市町村（5万人以上） 211 179 390 
54.1% 45.9% 100.0% 

市町村（1.5万人以上 5万人未満） 217 253 470 
46.2% 53.8% 100.0% 

市町村（1.5万人未満） 171 386 557 
30.7% 69.3% 100.0% 

合計 656 844 1500 
43.7% 56.3% 100.0% 

未回答自治体数:7 

⻭科単独 
健康増進
事業計画

に含む 策定している 策定予定 策定していない  合計 
指定都市 14 ( 8 6 ) 0 0 14 

100.0% ( 57.1% 42.9% ) 0.0% 0.0% 100.0% 
特別区・中核市・保健所設置市 58 ( 6 52 ) 0 11 69 

84.1% ( 8.7% 75.4% ) 0.0% 15.9% 100.0% 
市町村（5万⼈以上） 310 ( 37 273 ) 2 78 390 

79.5% ( 9.5% 70.0% ) 0.5% 20.0% 100.0% 
市町村（1.5万⼈以上 5万⼈未満） 362 ( 18 344 ) 7 99 468 

77.4% ( 3.8% 73.5% ) 1.5% 21.2% 100.0% 
市町村（1.5万⼈未満） 362 ( 14 348 ) 15 179 556 

65.1% ( 2.5% 62.6% ) 2.7% 32.2% 100.0% 
合計 1106 ( 83 1023 ) 24 367 1497 

73.9% ( 5.5% 68.3% ) 1.6% 24.5% 100.0% 
未回答⾃治体数:10 

⎛
｜
｜
｜
⎝

⎛
｜
｜
｜
⎝
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図2　会議体の設置の有無別にみた歯科検診を実施している自治体の割合

図3　会議体の設置の有無別にみた口腔・嚥下体操を普及している自治体の実施割合

図4　歯科保健事業計画の策定の有無別にみた歯科検診を実施している自治体の割合
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展開が困難な状況が伺えた． しかしながら，人口規模
が小さな自治体においても，組織的基盤を整備すること
で，歯科保健事業の展開が促進されている可能性がある．
図2 ～図5は，組織的基盤の有無別，自治体の種類別・
人口規模別にみた歯科検診の実施割合，および口腔体
操・嚥下体操の普及割合をみたものである．前述したよ
うに，全体では，自治体の種類別・人口規模別に，格差 
がみられているものの，いずれの区分においても，庁内
外の関係者を交えて歯科口腔保健を議論・検討する場
（会議体）を設置している自治体，および歯科口腔保健
事業計画（ 歯科保健計画）を策定している自治体では，
それ以外の自治体と比較して，歯科検診の実施割合，お
よび口腔体操・嚥下体操の普及割合が大きく，とくに小
さな市町村においては，有意な差がみられている．歯科
口腔保健推進のための事業展開が困難な自治体において
も，庁内外の関係者を交えた協議体での議論，および
PDCAサイクルに沿った事業展開を可能とする歯科口腔
保健計画の策定といった組織的基盤を整備することによ
り，実効性のある事業展開が図られる可能性が示されて
いる．

IV．終わりに

歯・口の健康づくりプランは，歯科口腔保健パーパス
である「全ての国民にとって健康で質の高い生活を営む
基盤となる歯科口腔保健の実現」を目指して，令和 6年
度から 12 年計画として開始された．計画の枠組みであ
る歯科口腔保健の推進のためのグランドデザインでは，
歯科口腔保健パーパスの実現に向けて，最下層の基盤と
して「歯科口腔保健の推進のための社会環境の整備」を
掲げ，5つの目標を掲げている．これら目標達成に向け
ては，より住民に近い自治体である市区町村での歯科口
腔保健事業の展開が期待されている．しかしながら，自
治体の種類別・ 人口規模別には歯科口腔保健事業の実施

割合に差が見られているのが現状である．自治体の種類
や人口規模に見合った好事例を参考にしつつ，PDCAサ
イクルに沿った実効性のある歯科口腔保健計画の作成が
求められている．また，市区町村では，歯科口腔保健の
推進に関する事業の企画・ 運営・評価を行うためには，
庁内外の関係者による協議体での議論を通じて，地域の
知恵と固有性を活用しつつ，PDCAサイクルに沿った歯
科口腔保健事業の推進を可能とする歯科口腔保健計画の
策定が，有効であることが示された．
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